
 

 

  

  

  

   

 

    

 

    

  

 

  

令和５年度答申第７４号

令和６年３月１４日

諮問番号 令和５年度諮問第７４号（令和６年２月５日諮問）

審 査 庁 国土交通大臣

事 件 名 工事原因者に対する工事施行命令に関する件

答 申 書

審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。

結 論

本件審査請求は棄却すべきであるとの諮問に係る審査庁の判断は、

妥当である。

理 由

第１ 事案の概要

本件は、審査請求人Ｘ（以下「審査請求人」という。）の被用者が運転する

事業用中型貨物自動車（以下「本件車両」という。）が、一般国道ＡＢトンネ

ル（以下「本件トンネル」という。）上り線において、道路の附属物であるＣ

ＣＴＶカメラを損傷した（以下、この損傷を「本件損傷」という。）として、

Ｃ局長（以下「処分庁」という。）が、審査請求人に対し、道路法（昭和２７

年法律第１８０号）２２条１項の規定に基づき、本件損傷に係る復旧工事の工

事施行命令（以下「本件施行命令」という。）を発したところ、審査請求人が

これを不服として審査請求をした事案である。

１ 関係する法令の定め

（１）道路法２２条１項は、道路管理者は、道路に関する工事以外の工事によ

り必要を生じた道路に関する工事又は道路を損傷し、若しくは汚損した行

為若しくは道路の補強、拡幅その他道路の構造の現状を変更する必要を生

じさせた行為（以下「他の行為」という。）により必要を生じた道路に関
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する工事又は道路の維持を当該工事の執行者又は行為者に施行させること

ができると規定する。

道路法２条１項は、同法における「道路」とは、一般交通の用に供する

道で同法３条各号に掲げるもの（一般国道等）をいい、トンネル等道路と

一体となってその効用を全うする施設や道路の附属物で当該道路に附属し

て設けられているものを含む旨規定し、同法２条２項は、同法における

「道路の附属物」とは、道路の構造の保全、安全かつ円滑な道路の交通の

確保その他道路の管理上必要な施設又は工作物で、同項各号に掲げるもの

をいう旨規定し、同項４号は、道路情報管理施設（車両監視装置等）を掲

げる。

（２）道路法３０条１項は、国道等の構造の技術的基準は、建築限界等同項各

号に掲げる事項について政令で定める旨規定し、これを受けて道路構造令

（昭和４５年政令第３２０号。以下「構造令」という。）１２条は、歩道

を有しないトンネル等の建築限界を規定する。そして、構造令２条１２号

は、路肩を「道路の主要構造部を保護し、又は車道の効用を保つために、

車道、歩道、自転車道又は自転車歩行者道に接続して設けられる帯状の道

路の部分をいう。」と規定し、構造令８条１項は、道路には、中央帯又は

停車帯を設ける場合を除き、車道に接続して、路肩を設けるものとする旨

規定する。

また、道路法４７条４項は、道路の構造を保全し、又は交通の危険を防

止するため、道路との関係において必要とされる車両についての制限に関

する基準は政令で定める旨規定し、これを受けて車両制限令（昭和３６年

政令第２６５号。以下「車限令」という。）９条は、歩道、自転車道又は

自転車歩行者道のいずれをも有しない道路を通行する自動車は、その車輪

が路肩にはみ出してはならないと規定する。

（３）道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「道交法」という。）２

条１項３号の４は、路側帯を「歩行者の通行の用に供し、又は車道の効用

を保つため、歩道の設けられていない道路又は道路の歩道の設けられてい

ない側の路端寄りに設けられた帯状の道路の部分で、道路標示によつて区

画されたものをいう。」と規定し、道交法１７条１項本文は、車両は、歩

道又は路側帯と車道の区別のある道路においては、車道を通行しなければ

ならない旨規定する。

（４）道路法４５条２項は道路標識及び区画線の種類、様式及び設置場所等に
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ついて、道交法４条５項は道路標識及び道路標示の種類、様式及び設置場

所等について、それぞれ内閣府令・国土交通省令で定める旨規定する。こ

れを受けて、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（昭和３５年総

理府・建設省令第３号。以下「標識府省令」という。）５条及び別表第三

は、区画線の種類の一つとして車道外側線を定め、その設置場所を車道の

外側の縁線を示す必要がある区間の車道の外側と定める。また、標識府省

令７条は、車道外側線を表示する区画線で歩道の設けられていない道路に

設けられ、かつ、実線で表示されるものに限り、道交法の規定の適用につ

いては、路側帯を表示する道路標示とみなす旨規定する。

２ 事案の経緯

各項末尾掲記の資料によれば、本件事案の経緯は以下のとおりである。

（１）令和４年１月１３日午前１０時２２分頃、一般国道ＡＤ地（本件トンネ

ル内）（ＫＰ＝５７．５０）Ｒ（上り）（以下「本件交通事故現場」とい

う。）において、審査請求人の被用者であるＥ（以下「本件運転者」とい

う。）の運転する本件車両の荷台左上側部が、道路の附属物であるＣＣＴ

ＶカメラＮｏ．８（以下「本件カメラ」という。）に接触する事故（以下

「本件交通事故」という。）が発生した。同月１４日、処分庁は、Ｆ警察

署に本件交通事故の届出を行い、同月２７日、同警察署から本件損傷が本

件車両によるものである旨連絡を受けた。

（弁明書、交通事故証明書）

（２）処分庁は、令和４年１０月６日付けで、審査請求人に対し、本件カメラ

の復旧工事の施行を求める工事施行命令（本件施行命令）を発した。なお、

その通知書（以下「本件命令書」という。）には、「この命令について不

服があるときは、行政不服審査法の定めるところにより、この命令書を受

け取った日の翌日から起算して３ヶ月以内に国土交通大臣に審査請求する

ことができます。」と記載されていた。

（本件命令書）

（３）審査請求人は、令和４年１２月２６日、審査庁に対し、本件施行命令を

不服として審査請求をした。

（審査請求書、審査請求書（補正後））

（４）審査庁は、令和６年２月５日、当審査会に対し、本件審査請求は棄却す

べきであるとして本件諮問をした。

（諮問書、諮問説明書）
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３ 審査請求人の主張の要旨

（１）本件カメラは道路を走行する車両の支障になり得ること

本件車両は、標準ボディに比べ車体が横に広い、いわゆるワイドボディ

車で、処分庁がシミュレーションで用いた想定車両よりもタイヤ路面接着

面から荷台の箱の側端までの長さが長い車両であるが、関係法令上違法で

はなく、車検も通っている。

当該シミュレーションの想定車両は、区画線は超えているものの、監査

歩廊（トンネル内に設置された機器の維持管理に従事する作業員の安全を

確保するとともに、交通規制を行わずに作業ができるよう設けられる管理

用通路をいう。以下同じ。）の縁石には乗り上げていないことが確認でき

る。本件交通事故でも、縁石への接触がない旨を処分庁から伝えられてい

る。

また、本件トンネルには歩道が設けられている（歩道ではなく監査歩廊

であるとしても、本件トンネルを歩行者が通行すると仮定した場合は監査

歩廊を通行すると考えられるし、本件トンネルの前後の状況からしても、

歩行者が通行すると思われる歩道が本件トンネル内の監査歩廊に接続して

いるから、監査歩廊は歩行者の歩行の用に供されているといえ、実質的に

歩道と評価できる。）ことから、道交法上、区画線は車道外側線に相当し、

路側帯を表示するものではない。したがって、この区画線を超えて走行す

ることは道交法上も違法ではないし、本件車両は、対向大型車両との接触

を回避するため左に寄ったというものでやむを得ないものである。

本件トンネルの片側車線の幅は３．２５ｍと考えられ、運転者は、ワイ

ドボディ車が対向大型車両とすれ違うことはかなり困難を覚えることにな

り、区画線上ないしこれを超えて走行することも必然的に生じることにな

る。

すなわち、本件車両の仕様・形態にそもそも違法はなく、本件交通事故

当時の走行態様も違法はない。

さらに、当該シミュレーションによると、本件カメラの取付位置は、縁

石の垂直線上の地点から僅か４７ｍｍの位置にある。そうすると、ワイド

ボディ車は、タイヤよりも外側に荷台があり、タイヤ路面接地面から箱の

側端までの長さも長いので、区画線を若干でも超えて走行すれば、本件カ

メラに接触してしまうことは不可避といえる状況にあった。

したがって、本件交通事故は、本件カメラの設置位置にそもそも問題が
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あったからこそ、発生したものである。

本件カメラの設置に当たっては、本件車両のようなワイドボディ車が通

行する可能性もあること、さらには、区画線は車道外側線に過ぎないから、

本件車両のように道路の走行状況によって区画線を超えて走行する車両が

あり得ることも想定した上で、道路を走行する車両の支障にならないよう

あらかじめ考慮されなければならない。

なお、本件トンネルの設計図で建築限界の外側とされていても、本件交

通事故が発生していることからすれば、本件カメラの現実の設置場所が設

計図どおりではなかった可能性は否定できない。

（２）本件カメラの設置に係る注意喚起の措置は講じられていないこと

本件カメラが設置されていることについて、本件トンネルの入口その他

の部分に看板その他の掲示はなく、本件カメラ付近でも非常電話のような

案内等はない。さらに、本件カメラは、本件トンネル上部の電灯と電灯の

中間付近に設置され、本件カメラ付近は非常に暗いにもかかわらず蛍光塗

料による塗装などの注意喚起等もなされていない。本件カメラも架台も本

件トンネルと同系色であるが、照明設備もなく、判別は困難といえる。

したがって、本件トンネルを走行する車両の運転者からみて、本件カメ

ラが当該場所に設置されていることについて、全く予測可能性がないとい

える。仮に、上記の看板その他の掲示、案内や照明設備といった措置が講

じられていれば、運転者は本件カメラへの接触を回避する措置を講じるこ

とが可能となる。実際に、本件車両のドライブレコーダーの映像によれば、

本件運転者及び同乗者は接触時の音を把握しながら、本件カメラが存在し

ていたとは全く認識できていない。

（３）以上から、本件カメラの設置に瑕疵があったことは明らかであり、本件

交通事故の原因は、本件運転者ないし本件車両ではなく、設置者にあると

いえる。

（４）道路の設置又は管理に瑕疵がある場合の工事施行命令の範囲について

道路の設置又は管理に瑕疵がある場合には、行為者の全面的な過失では

ないため、公物の通常の使用範囲を超える使用により生じた特別の損害を

通常使用者に負担させた際に、行為者に特別な利益が発生するとはいえず、

原因者負担制度の根拠が妥当しないから、工事施行命令として、本件カメ

ラの復旧工事全てを審査請求人に負担させることは、原因者負担制度の趣

旨に反する。原因者負担金では、負担命令が妥当な範囲で定められるべき
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とされており、同じ原因者負担制度である工事施行命令においても同様の

趣旨が妥当する。

（５）したがって、本件施行命令の取消しを求める。

第２ 審査庁の諮問に係る判断

審査庁の諮問に係る判断は審理員の意見と異ならないとしているところ、審

理員の意見の概要は次のとおりである。

１ 本件車両が本件カメラに接触し、損傷したことは審査請求人も争っていな

い。一方、その接触の原因についてどちらに帰責性があるか直ちに明らかと

まではいえず、審査請求人も争っているため、①本件カメラの設置・管理の

瑕疵及び②本件車両の走行について判断する必要がある。

（１）本件カメラの設置・管理の瑕疵について

ア 構造令１２条は、道路の建築限界を定める。建築限界は一般に、「車

両や歩行者の交通の安全を確保するために、ある一定の幅、ある一定の

高さの範囲内には障害となるような物を置いてはいけないという空間確

保の限界」と解されている（「道路構造令の解説と運用」公益社団法人

日本道路協会）。

本件トンネルは、構造令３条１項及び２項３号の第３種第２級の道路に

区分されており、「車道に接続して路肩を設ける道路の車道で、歩道又は

自転車道等を有しないトンネル又は長さ５０ｍ以上の橋若しくは高架の道

路の車道」に該当し、その建築限界の幅は、車道及び車道に接続する路肩

の幅員となる（構造令１２条）。本件トンネルの路肩は車道の外側の縁線

を示す車道外側線から縁石までであり、よって縁石を含む側壁側が建築限

界の外側となる。本件カメラは、弁明書添付の資料によると、縁石より側

壁側に位置していることが分かる。

審査請求人は、本件交通事故が起こった事実から、本件カメラが設計図

どおりに設置されていなかった可能性を指摘するが、令和３年７月７日の

１２か月点検で、機器全体のボルトの緩みの確認、カメラ装置の取付状態

の確認等を行い、異状がなかったこと、本件交通事故前日（令和４年１月

１２日）の道路巡回で、本件交通事故現場の巡回実施時に異状がなかった

ことが報告されている。したがって、本件交通事故の発生前も、本件カメ

ラは建築限界の外側に位置していたと見ることが妥当である。

また、通行する車両の幅に係る法令上の規制として、道路法４７条１項

に基づく車限令及び道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第３章
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の規定に基づく道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号。

以下「保安基準」という。）がある。

審査請求人は本件車両がワイドボディ車であり、通常の車両より幅が広

いことを考慮すべきと主張するが、車限令３条１項１号及び保安基準２条

１項では通常制限される車両の幅の限度を２．５ｍまでとしており、本件

車両の幅は２．４７ｍで、その範囲内であるので、本件トンネル内の道路

構造に何ら特別な考慮の必要はない。

イ 審査請求人は本件カメラの設置について、通行者に何の注意喚起措置

もなかったこと、本件カメラが照明で照らされておらず判別困難であっ

たことについて管理の瑕疵がある旨主張する。

道路標識について、「道路管理者は、道路の構造を保全し、又は交通の

安全と円滑を図るため、必要な場所に道路標識又は区画線を設けなければ

ならない」（道路法４５条１項）とされており、「道路利用者に対して、

道路上及びその沿道における運転上の危険又は注意すべき状態を予告し、

注意深い運転を促すために設置する標識」は、警戒標識に分類されている

（「道路標識設置基準・同解説」公益社団法人日本道路協会）。

上記アのとおり、本件カメラの位置は建築限界の外側にあり、運転上の

危険がある又は注意すべき状態ではなかった。また、処分庁が主張すると

おり、平成２１年の設置当初から本件トンネル内におけるＣＣＴＶカメラ

の接触事故は発生していないこと、その他注意を促すべき事象が特段発生

していない状況からすれば、あえて注意を促す必要があったとはいえない。

道路照明も、本件トンネルの通常の車両走行で、本件カメラは必ずしも

通行者にその存在を確認させる必要はなく、道路照明の目的は、「道路状

況、交通状況を的確に把握するための良好な視環境を確保し、道路交通の

安全、円滑を図ること」（道路照明施設設置基準（平成１９年都市局長、

道路局長通達））であり、本件カメラを照らす必要性が生じる理由にはな

らない。

以上のことから、道路の構造並びに本件カメラの設置位置及びその管理

については、定められた技術的基準を満たしており、瑕疵があったとは認

められない。

（２）本件車両の走行について

ア 本件車両の大きさが本件トンネルを通行するのに問題はなく、左寄り

の走行をして本件カメラに接触したものである。左寄りの走行について、
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上記（１）アのとおり、本件カメラは建築限界の外にあり、その寸法か

ら通行車両が区画線を越えていない場合は本件カメラに接触することは

ないので、本件車両は区画線を越えて走行したと考えることができる。

審査請求人は、本件トンネルには歩道が設置されているので、道交法上

車道外側線に相当する区画線は路側帯を表示するものではなく、越えて走

行することも違反ではないと主張し、一方、処分庁は、本件トンネル内に

設置されているのは歩道ではなく監査歩廊であり、本件交通事故現場付近

の車道外側線は路側帯を表示するものであるので（標識府省令別表第三

（第５条関係）及び７条）、車道を通行しなければならないところ、路側

帯を走行することは違反であり（道交法１７条１項本文）、本件車両が違

反となる走行をしなければ、本件交通事故は発生しなかったと主張する。

道交法２条１項３号の４は、路側帯を「歩道の設けられていない道路又

は道路の歩道の設けられていない側の路端寄りに設けられた帯状の道路の

部分で、道路標示によって区画されたもの」と定義し、標識府省令は、区

画線の種類を別表第三（第５条関係）で定め、「車道の外側の縁線を示す

必要がある区間の車道の外側」に設置されるものを「車道外側線」とし、

標識府省令７条で「「車道外側線」を表示するもの（歩道の設けられてい

ない道路又は道路の歩道の設けられていない側の路端寄りに設けられ、か

つ、実線で表示されるものに限る。）」は、道交法上の「路側帯」を表示

するものとみなす、としている。このことから、本件トンネルに歩道があ

るか否かが争いとなっている。

当該箇所は、本件トンネルの縁石より側壁側にマウントアップした箇所

で幅０．７５ｍである。構造令１１条３項で歩道の幅員は２ｍ以上としな

ければならないとされ、当該箇所はこれを満たしていないが、一般的に監

査歩廊として必要な幅０．７５ｍ及び高さ２ｍは満たしている（「道路ト

ンネル技術基準（構造編）・同解説」社団法人日本道路協会）。したがっ

て、処分庁の主張のとおり、監査歩廊とみるべきである。

また、審査請求人は、本件トンネル前後にも歩道が存在し、本件トンネ

ル内に続いている旨を主張するが、本件トンネル前後の接続箇所の現場写

真には、処分庁が歩道ではなくトンネル壁面の衝突防止のため縁石を設置

している箇所や堆雪場であると主張するスペースが確認できる。一方、審

査請求人の主張するように人が通ることはできるが、草木が繁っていたり、

途中縁石があり通行が容易にできない部分がみられる。
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歩道は、道交法２条１項２号で「歩行者の通行の用に供するため縁石線

又は柵その他これに類する工作物によつて区画された道路の部分」と定義

され、構造令２条１号で「専ら歩行者の通行の用に供するために、縁石線

又は柵その他これに類する工作物により区画して設けられる道路の部分」

と定義されており、人が通ることが可能ということのみをもって、本件ト

ンネルの監査歩廊が実質歩道であるという審査請求人の主張は、認めるこ

とができない。

イ 左寄りの走行をした理由について、審査請求人は、対向車線を走る大

型車両との接触を回避するため、やむを得ないものであったと主張する。

本件車両のドライブレコーダー映像には、対向車の姿を確認することが

できるが、対向車のヘッドライトの光が初めて確認できるのが映像約１

６秒時点、映像約２１秒時点で対向車とは問題なくすれ違い、映像約２

４秒時点で本件カメラと接触したと思われる音がしている。

本件運転手がハンドルを左に操作を始めるのが映像約１８秒時点であり、

その時点では、対向車のヘッドライトの光が確認できるもののまだ対向車

は前方を走行していることがうかがえる。審査請求人は、本件車両がワイ

ドボディ車であるからこそ、当然に接触する可能性を意識していたと主張

しており、この時点で回避行動をとったことに問題は見られない。しかし、

対向車とすれ違ってから衝突音がするまでの約３秒の間も本件車両は左に

寄り続けており、衝突音がして初めて本件車両を右に戻す操作をしている。

この約３秒の間に、本件運転手は前方を注視していることはうかがえるも

のの、右手で何かを口に運び、左手のみでハンドルを操作する様子が見て

取れる。対向車を回避するためであったなら、すれ違った後速やかに本件

車両の左寄りの状況を右に是正すべきであり、それを怠ったうえで、建築

限界の外にある本件カメラとの接触はやむを得ないものであったと認める

ことはできない。

以上のことから、本件車両が左に寄り過ぎて路側帯を走行し、本件カメ

ラに接触したことが、本件交通事故の原因であるといえる。

なお、審査請求人は、道路の設置又は管理に瑕疵がある場合の工事施行

命令の範囲について、復旧工事の全てを原因者に負担させることに不服が

ある旨主張するが、本件施行命令には本件カメラの設置・管理に瑕疵が認

められないので、この主張には理由がない。

２ 結論
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以上のとおり、本件施行命令に違法又は不当な点は認められないから、本

件審査請求には理由がなく、棄却すべきである。

第３ 当審査会の判断

当審査会は、令和６年２月５日、審査庁から諮問を受け、同月２２日、同年

３月７日及び同月１４日の計３回、調査審議をした。

１ 本件諮問に至るまでの一連の手続について

一件記録によれば、本件諮問に至るまでの一連の手続に特段違法又は不当

と認めるべき点はうかがわれない。

２ 本件施行命令の適法性及び妥当性について

（１）本件施行命令は、処分庁が、本件損傷の原因を本件運転者の運転する本

件車両の本件カメラへの接触とし、これにより本件カメラを損傷した行為

を道路法２２条１項に規定する「他の行為」に当たるものと判断して、審

査請求人に対して、同項の規定に基づき、審査請求人を「行為者」として

発せられたものであるところ、審査請求人は、本件交通事故は本件カメラ

の設置の瑕疵により発生したとしており、本件運転者の使用者である審査

請求人は本件損傷の原因者ではないことを理由に本件施行命令の取消しを

求めているものと解される。

道路法２２条１項の原因者負担制度は、道路に関する工事の必要を生じ

た原因が他の行為である場合、公物の通常の使用範囲を超える使用（他の

行為）により生じた特別の損害を通常使用者に負担させたときに行為者

（当該他の行為を行ったことに責任を有する者）に特別の利益が生じるこ

とに負担の根拠を求めたものであり、公物使用関係における負担の衡平を

図る観点から設けられたものであると解される。他方、道路の設置又は管

理の瑕疵によって、運転する車両が道路附属物に接触し当該道路附属物が

損傷した場合にまで、当該車両を運転していた者又はその者の使用者を当

該損傷の原因者として取り扱うことは適当ではない。

本件については、一件記録をみても、本件車両が本件カメラに接触して

本件損傷をしたことについて争いがあるとはみられないので、審査請求人

の主張するように、本件損傷は本件カメラの設置又は管理の瑕疵により発

生し、審査請求人は本件損傷の原因者とはいえないという特段の事情があ

ったか否かについて検討する。

これに先立ち、本件トンネルに歩道が設けられていると主張する審査請

求人とこれを否定する処分庁とで争いがあり、歩道の有無によって、本件
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トンネルの区画線や当該区画線から縁石までの部分の関係法令上の位置付

け、当該部分を車両が通行した場合の関係法令上の取扱いが異なることに

なるから、本件トンネルの歩道の有無について検討する。

（２）本件トンネルの歩道の有無について

ア 構造令２条１号は、歩道を「専ら歩行者の通行の用に供するために、

縁石線又は柵その他これに類する工作物により区画して設けられる道路

の部分をいう。」と規定し、構造令１１条１項は、歩行者の交通量が多

い第３種（第５級を除く。）の道路には歩道を設けるものとし、同条２

項は、第３種の道路（自転車歩行者道を設ける道路及び同条１項に規定

する道路を除く。）には、安全かつ円滑な交通を確保するため必要があ

る場合においては、歩道を設けるものとするが、それぞれ、地形の状況

その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでな

い旨規定し、同条３項は、歩道の幅員を規定する。そして、本件トンネ

ルは、構造令３条１項及び２項３号の規定に基づく第３種第２級の道路

として、車道３．２５ｍ、路肩０．５ｍ及び監視員通路０．７５ｍの幅

員で設計されており（平成１７年度 一般国道Ａ Ｇ地 Ｈ外トンネル

実施設計業務 【Ｂトンネル】設計報告書。以下「設計報告書」とい

う。）、本件トンネルには、歩道は設けられていないと認められる。実

際、構造令１１条３項の規定する歩道の幅員（歩行者の交通量が多い道

路にあっては３．５ｍ以上、その他の道路にあっては２ｍ以上）を有す

る道路の部分は見られない。

イ 審査請求人は、本件トンネルに歩道ではなく監査歩廊が設けられてい

るとしても、①歩行者は監査歩廊を通行すると考えられるし、②本件ト

ンネルの前後の状況からして、歩道が監査歩廊に接続しているから、監

査歩廊は歩行者の歩行の用に供されているといえ、実質的に歩道と評価

できる旨主張する。

しかし、①は、道路関係法令上の歩道には該当しない監査歩廊を仮に実

態上歩行者が歩行するとしても、そのことによって当該監査歩廊を関係法

令上の歩道と捉えるのは適切ではない。

また、②は、審査請求人が本件トンネルの前後に歩道が接続していると

する写真を見ると、審査請求人が本件トンネル入口（北→南）の状況と題

する写真で、片側の車道の外側を赤い楕円で指し示し、「トンネル手前か

ら歩道が延び、トンネルへと続いている」と説明する部分（再反論書に添
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付の資料１－２から１－７まで）は、そもそも、本件カメラが設置された

側（上り）の車道に接続する車道に係るものではない（その上、赤い楕円

で指し示す部分は、トンネルの入口に近づくにつれ、草が生い茂っていき、

さらには、その幅員が狭くなり、そのままトンネルの入口の壁面に接して

いて、監査歩廊には直接接していない。）。また、赤い楕円で指し示され

ていない側の車道（すなわち、本件カメラが設置された側（上り）の車道

に接続する車道）の脇にはガードレールが設けられ、当該車道の区画線と

の間には、構造令２条１号の規定するように縁石等の工作物によって区画

された歩道は見られない上、当該ガードレールは、トンネルの入口の手前

で、脇道からの車の出入りのために当該車道の外側に大きく曲がっており、

ガードレールの外側を歩行者の通行の用に供しているとも見られない。

さらに、審査請求人が本件トンネル入口（南→北）の状況と題する写真

で、トンネルの入口付近の両側を赤い楕円で指し示し、「歩道がトンネル

の外側まで延びている」と説明する部分（再反論書に添付の資料１－１）

のうち本件カメラが設置された側（上り）の車道の入口付近は、監査歩廊

に接続していると思われるトンネルの外の盛り上がった部分は草に覆われ、

その外側にガードレールが設けられており、続いて、若干の間隔をおいて、

当該部分に衝突防止用と思われる円柱状のクッションドラムが置かれてい

ることからして、歩行者の通行の用に供されているとは見られない。なお、

反対側（下り）の車道の入口付近は、監査歩廊に接続していると思われる

草に覆われた歩道様のものが極短区間設けられているが、その終点には反

対側と同様の円柱状のクッションドラムが置かれ、その先はガードレール

が設けられていることからして、歩行者の通行の用に供されているとは見

られない。

以上から、本件トンネルには、本件カメラが設置された側の車道に歩道

が設けられているとは認められないし、反対側の車道にも歩道が設けられ

ているとは認められない。

したがって、審査請求人の主張は採用することはできない。

ウ 上記のとおり、本件トンネルには歩道はなく、本件トンネルの車道の

側壁側には幅員０．５ｍの路肩が接続しているのであるから、車限令９

条により、自動車の車輪は本件トンネルの路肩にはみ出してはならない

ことになる。また、歩道が設置されていない本件トンネルの車道の外側

の縁線を示すために車道の外側に設けられた区画線は車道外側線であり、
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当該車道外側線は、標識府省令７条により路側帯を表示する道路標示と

みなされるので、当該車道外側線から路端までの間の部分は道交法上路

側帯となる。そして、道交法１７条１項本文により、路側帯と車道の区

別のある道路においては、自動車は車道を通行しなければならないこと

になる。

以下、これを前提に検討する。

（３）本件カメラの設置について

ア 法令等の定め

道路法３０条１項３号は、国道の構造の技術的基準として建築限界を政

令で定める旨規定し、構造令１２条第１図（一）は、車道に接続して路肩

を設ける道路の車道であって、歩道を有しないトンネルの車道の建築限界

を定める。これによれば、本件トンネルの車道の建築限界は、幅は、車道

及び車道に接続する路肩の幅員となり、高さは、車道上は高さ４．５ｍま

で、路肩上は最も側壁側で高さ０．２５ｍから３．８ｍまでの範囲となる。

建築限界は、車両や歩行者の安全かつ円滑な通行が確保され得るよう、

一定の幅、一定の空間の範囲内には通行の障害となるような物を設けては

ならないこととする必要があるため、建築禁止空間の限界を定めたものと

解されるところ、本件カメラは、上記の本件トンネルの車道の建築限界の

外、すなわち、車道に接続する路肩の外側（ここには監査歩廊が設けられ

ている。）部分に設置することが求められることになる。

なお、この場合、本件カメラは、監査歩廊の建築限界の外に設置するこ

とも求められることになる。トンネル内に設けられる監査歩廊の建築限界

に法令の定めはないが、幅０．７５ｍ、高さ２ｍが一般的とされている

（道路トンネル技術基準（構造編）・同解説）。

イ 設置の状況

本件カメラは、高さ４９４ｍｍ、幅３７５ｍｍ、最大旋回範囲の直径５

８０ｍｍで設計され（カメラ装置外形図）、監査歩廊の上部に位置する、

本件トンネルの側壁（曲面）に設置された架台に固定されている。架台は

路肩の外側から側壁側へ１９９ｍｍ離れている（現地実測写真）。また、

車道の路面から架台の下端までの高さは２５７０ｍｍ（ＢトンネルＣＣＴ

Ｖカメラ取付断面図（実測値））で、本件トンネルの監査歩廊は、車道の

路面から２５ｃｍマウントアップされている（ＲＡＢトンネル ＣＣＴＶ

カメラの位置計測結果）から、架台は監査歩廊から２３２０ｍｍ上にある
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と認められる。

加えて、処分庁が、本件カメラが本件損傷により旋回しないことを受け、

本件トンネルに設置されている他の同型カメラの設置状況から、本件カメ

ラと路肩の外側との距離を、本件カメラが上り向きの場合は路肩の外側か

ら側壁側へ１３４ｍｍと、本件カメラが旋回して最も路肩寄りに向いた場

合は路肩の外側から側壁側へ１１９ｍｍと推計した（ＢトンネルＣＣＴＶ

カメラの現地計測結果補足説明資料）ことに特に問題は認められない。

そうすると、本件カメラは、監査歩廊上から路肩上にはみ出さない位置

であって、かつ、監査歩廊から２ｍを超える高さの位置に設置されている

と認められるので、上記アに照らし、車道の建築限界の外側（かつ、監査

歩廊の建築限界の外側）に設置されたものとすることが相当である。

なお、審査請求人は、本件カメラは本件車両のようなワイドボディ車の

通行を想定して設置されていないなどと主張するが、本件車両の幅（２４

７０ｍｍ（バン全体図））は、構造令４条１項及び２項の定める本件トン

ネルの設計の基礎とする普通自動車の幅（２．５ｍ）を下回っているし、

本件車両の車輪の外側と荷台の箱の外側との間の幅は２６．５ｃｍであっ

て（実測車計測関係資料）、路肩（車道外側線上を含む。）の幅員は５０

ｃｍであるので、路肩の幅の方が広いから、本件車両が関係法令上通行す

べき車道（３．２５ｍ）の最も路肩寄りを通行している場合はもちろん、

仮にその車輪が車道から路肩にはみ出た場合でも、直ちに本件車両の荷台

の箱が本件トンネルの建築限界の外側に達することはないと認められるか

ら、審査請求人の主張は採用することはできない。

（４）本件カメラの管理について

本件カメラは、令和３年７月７日実施の１２か月点検で、機器全体のボ

ルトの緩みの確認、カメラ装置の取付状態の確認等を行い異状がなかった

こと、本件交通事故前日（令和４年１月１２日）の道路巡回で、本件交通

事故発生現場の巡回実施時に異状がなかったことが報告されている（点検

結果報告書（成果品）、道路巡回日誌）。

また、審査請求人は、本件カメラの設置についての掲示はなく、本件カ

メラを照明設備で照らすといった措置が講じられていない旨主張する。

しかし、上記（３）のとおり、本件カメラの位置は建築限界の外側にあ

ったことからすると、本件トンネルの通行に当たって車両の運転者が本件

カメラに注意する必要性は乏しく、本件カメラについて道路標識や照明を
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設ける必要があったとまではいえない。

なお、本件トンネル内の照明は、本件トンネルは設計速度（道路の設計

の基礎とする自動車の速度をいう（構造令２条２３号）。）を時速６０ｋ

ｍとして設計されているから（設計報告書）、平均路面輝度の標準は２．

３ｃｄ／㎡で、交通量、トンネル延長に応じて、これより低い値とするこ

とができるが、この場合でも０．７ｃｄ／㎡未満であってはならないとさ

れている（道路照明施設設置基準）。本件交通事故現場付近の基準輝度を

みると、１．２ｃｄ／㎡（Ｈトンネル終点側入口照明配置図）であり、０．

７ｃｄ／㎡を上回っているから、本件トンネル内の輝度に問題はない。

以上から、本件カメラの管理は適切に行われているといえる。

（５）審査請求人のその余の主張について

審査請求人は、本件車両は対向大型車両との接触を回避するため左に寄

ったものであるし、歩道が設けられている本件トンネルの区画線を超えて

通行することは道交法上違法ではない旨主張する。

しかし、上記（２）のとおり、歩道が設置されていない本件トンネルで

は、そもそも、車限令上自動車は路肩に車輪をはみ出してはならないし、

道交法上自動車は路側帯ではなく車道を通行しなければならないのである。

また、本件車両が大型の対向車両とすれ違う際に、念のため、車道左側の

路肩にはみ出したことはやむを得ないとしても、本件車両に取り付けられ

たドライブレコーダーの映像からすると、上記の路肩はみ出し後、直ちに

車道に戻らずしばらく走行を続けたことにより、本件接触が生じたものと

認められる。以上から、審査請求人の主張は採用することはできない。

なお、審査請求人は、道路の設置又は管理に瑕疵がある場合に、復旧工

事の全てを原因者に負担させることは原因者負担制度の趣旨に反する旨主

張するが、上記（３）及び（４）のとおり、本件カメラの設置又は管理に

瑕疵があったとは認められないから、審査請求人の主張は前提を欠くもの

として採用することはできない。

（６）結論

以上から、本件カメラの設置又は管理の瑕疵により本件損傷が発生した

という特段の事情があったとは認められないから、審査請求人は本件損傷

の原因者であるといえるので、本件施行命令が違法又は不当とはいえない。

３ 付言

本件命令書には、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）８２条１項
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に基づき処分の相手方に教示しなければならない事項である審査請求をする

ことができる期間について、その起算日が「この命令書を受け取った日」の

翌日と記載されている（上記第１の２（２））。

しかし、審査請求期間について、行政不服審査法１８条１項は、処分につ

いての審査請求は「処分があったことを知った日」の翌日から起算して３月

を経過したときはすることができない旨規定しているのであって、この「こ

の命令書を受け取った日」と「処分があったことを知った日」とは、常に一

致するというわけではなく、概念として異なるものである。

したがって、不服申立ての機会を遺漏なく保障する観点から、審査請求を

することができる処分をする際には、審査請求をすることができる期間を行

政不服審査法１８条１項の規定に即し正しく記載して教示することが求めら

れる。処分庁は、再発防止のための措置を講ずる必要がある。行政事件訴訟

法（昭和３７年法律第１３９号）４６条に基づく教示をする場合も同様であ

る。

４ まとめ

以上によれば、本件審査請求は理由がないから棄却すべきであるとの諮問

に係る審査庁の判断は、妥当である。

よって、結論記載のとおり答申する。

行政不服審査会 第３部会

委 員 三 宅 俊 光

委 員 佐 脇 敦 子

委 員 中 原 茂 樹
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